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研究成果の概要（和文）：紛争後の地域において、環境資源が効果的に管理されるための援助政策を提言するこ
とを目的として研究を実施した。紛争後の地域における環境分野に関する援助事例を検証し、紛争後の時の経過
とともに環境関連の援助政策がどのように変化しているか、について過去の事例より分析した。さらに、紛争後
地域における環境政策に関わる政治社会構造の変化について明らかにした。また、環境分野で援助が行われてい
るプロジェクトについて、フィールド調査を実施し、政府関係者、プロジェクトの裨益者に対するヒアリング調
査の結果をまとめ、研究成果を発信することができた。

研究成果の概要（英文）：This research examined environmental assistance policy in post-conflict 
countries. The research analyzed projects assisted by United Nation organizations and other 
institutions,in order to extract the characteristics of environmental management assistance in 
post-conflict societies. The study analyzed factors which influence on success and failure of such 
project. 

研究分野：環境管理
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、紛争後地域における環境援助政策を分析し、平和構築の理論と実践に対する提言を行うという、大き
な特色を持つ。環境資源が効果的に管理されるための援助政策を分析し、提言することで、効果的な政策立案の
プロセスに有益となる研究成果を提示している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 

1980 年代後半から紛争が勃発する国や地域の数が急増している。1995 年から 2003 年ま

での 8 年間の紛争発生率は 12％にも及び、紛争後の国家の内約 44％の国々が、5 年以内に

再び紛争に逆戻りすることが過去の事例からわかっている（Collier 2003）。過去の紛争の

統計を見ると約 40％の紛争が環境資源に関連しており、環境資源に関連した紛争は関連し

ていない紛争に比較し、紛争再発率が 2倍にのぼる（UNEP 2009）。このため、紛争後社会に

おける環境資源の適切な管理は、紛争再発を防ぎ、「持続的な平和構築」を目指すために決

定的に重要である。さらに、紛争による環境資源への「負の影響」は戦闘等により極めて大

きく、その回復こそが平和構築プロセスにおいて最優先課題の一つとなっている。しかし、

紛争後社会の「環境資源管理」に焦点をあてた学術研究はまだほとんど無い状況である。既

存研究では、「紛争を引き起こす環境資源」について分析した議論に集中しており、「紛争後」

に「環境資源」が果たすべき役割については、ほとんど研究されていない。 
 

２．研究の目的 

 

紛争後社会が抱える平和構築課題において、環境資源が重要であるという認識は、国際社

会でも徐々に高まってきている。多くの紛争の根源的原因ともなってきた環境資源は、紛争

後の復興の成否に影響を与え、平和構築を目指すために重要であるからである。しかし、「紛

争後国家における環境課題に対してどのような援助政策が有効であるのか」、という問いに

対する、実証に裏付けられた政策モデルが無い。そこで、紛争後の地域において、環境資源

が効果的に管理されるための援助政策を提言することが、本研究の目的である。 
 

 

３．研究の方法 

 

紛争後地域における環境管理政策に対する国際援助施策を分析し、その特徴と有効性・限

界を明らかにすると共に、国際社会による環境援助政策を分析した。平和構築プロセスにお

ける環境資源の重要性を指摘する国際機関（国際連合、国連環境計画、世界銀行等）及び紛

争後の国・地域が公刊した報告書等を精査し、ヒアリング調査と照合し分析を行った。 
 
 
４．研究成果 

 

紛争後の時の経過とともに環境援助政策がどのように変化しているか、について過去の

事例より分析を行った。紛争後社会における環境政策に関わる政治社会構造は、急速に変化

している。紛争が終結すると、緊急支援が始まり、新しい政府が設立され、新しい環境法、

新たな組織機構が設立される。そして、国際支援も拡大し、新たな環境ネットワークや環境

協力スキームが形成され始める。国際連合が掲げる平和構築プロセスにおける時系列別課

題も変化し、この過程の中で環境資源が占める位置づけや課題、環境管理の主体・政策も変

化してくる（図１参照）。このように急速に変化する環境政策にかかる政治社会構造は、紛

争後の地域が環境課題にどのように取り組むかに大きく影響している。そこで、紛争後の地

域における環境援助政策事例について時系列的に分析し、紛争後の政治社会構造の変化に

応じた実践的な環境援助政策を提案した。 

 

 

 

 



 

 

 
 

 

 

 

図１：平和構築プロセスにおける時系列別課題変化と環境援助政策の変化 

（報告者作成） 

 

紛争後の地域における環境分野に関する援助事例を検証し、紛争後の時の経過とともに

環境関連の援助政策がどのように変化しているか、について過去の事例より分析した。さら

に、紛争後地域における環境政策に関わる政治社会構造の変化について明らかにした。また、

環境分野で援助が行われているプロジェクトについて、フィールド調査を実施し、政府関係

者、プロジェクトの裨益者に対するヒアリング調査の結果をまとめ、国際会議や学会、論文

等で研究成果を発信することができた。 

 

 

■引用文献 
Collier, P. (eds.) 2003. Breaking the Conflict Trap: Civil War and Development Policy. Washington DC 
United Nations Environment Programme (UNEP), 2009, From Conflict to Peacebuilding, Geneva 
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